



















































・2015 年 9 月 経済政策「アベノミクス」における「新・3本の矢」 
「介護離職ゼロ」社会の提示。 


























                                                  
1 その後改革案は、最大月 100 時間まで残業を認めるなど、極めて低劣な水準にとどまっ
ている。 




























①フィンランドにおける高齢者ケア保障制度の確立（1970 年代～80 年代中葉頃） 
・1960 年代～70 年代頃、国内の産業構成の変化（1 次産業の衰退や 3 次産業の発展）や都
市化、農村部の衰退により、保育や高齢者介護制度の整備の必要性。 













                                                  
3 日本国憲法や国際人権規約「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」（第 1 規
約）は国家に対し、「健康権（right to health）」（憲法 25 条および国際人権規約第 1 規約
12 条）や、社会保障の後退禁止＝向上増進義務（憲法 25 条 2 項、国際人権規約第 1 規約 2、
9、11 条等）を課している。 








































                                                  
4 以下、親族介護支援法の条文については、河田舜二（妙訳）ならびに［笹谷，2013：p.109
～112］に基づく。制度詳細については、筆者らが行ったフィンランド・ポルヴォー市高齢
者サ－ビス局、および親族介護支援制度利用者当事者ヒアリング（2016 年 5 月 31 日）に
基づく。 























第 1 段階（終日 24 時間介護が必要な場合）・・・月 750 ユーロ 
（≒フィンランドの最低生活保障費額相当） 
第 2段階（親族介護者がある程度一人の時間を持てる場合）・・・月 460 ユーロ 
第 3段階（ターミナルケアに相当）（特別給付）・・・月 880 ユーロ 
⑤介護休暇 
・親族介護支援法では、親族介護者の余暇や良好な状態を維持するために、休日の取得の















8 2016 年 5 月現在。フィンランド・ポルヴォー市高齢者サ－ビス局ヒアリング（2016 年 5
月 31 日）より。 




































































図表 1 親族介護支援制度利用者数（自治体と請負契約を結んだ者）の推移     （人） 
 
（出所）フィンランド national institute for health and welfare, http://www.tilast
okeskus.fi/index_e n.html（2017 年 11 月 25 日最終閲覧）より作成。 
 

































































































時間ケア）入居者は、12 月 31 日時点の実績。「在宅サービス利用者」は 11 月 30
日時点の実績。 
（出所）フィンランド national institute for health and welfare, http://www.tilast


































































































































および若手 B（課題番号 16K17260、研究代表者：井口克郎）の成果である。  
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＊本報告は、2017 年 12 月 2 日開催の日本医療福祉政策学会第 1回研究大会で報告した内容
をまとめたものである。               
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